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福岡、熊本、長崎県の小売業の動向 ～～新新ししいい業業態態でで拡拡大大がが続続くく
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図１ 全国と福岡、熊本、長崎３県の小売業販売額の推移
（１９９１年＝１００）

石油や小麦等の価格の上昇が続く中、サブプライムローン問題の発生から、米国景気の先行きが

不安視され、これまで続いていた我が国の景気回復にも黄色信号が灯っています。小売業は、これ

まで長期に亘って続いてきた景気回復の中でも、国内消費の低迷から厳しい状況が続いていますが、

ここでは４月に発表された商業統計（速報）に基づき、福岡、熊本、長崎県の小売業の変化について

見てみます。

●３県の小売業全体の販売額は比較的堅調に推

移

図１は、全国と３県の全小売業販売額の推移を９１年

を１００とする指数で見たものです。

全国は９４、９７年には１００を超えていましたが、０２年

に１００を下回り、以降、１００を切る水準が続いています。

一方、３県は、状況は異なっていますが、いずれも１００

を上回って推移しています。ただ、０２年からの３県の

状況は、福岡県は緩やかな回復傾向、熊本県はほぼ横

ばい、長崎県は低下傾向となっており、状況は異なっ

ていますが、全国と比べるといずれも高い水準にあり

ます。

一方、０７年の小売業の全体の事業所数（図２）は、全

国、３県とも９１年と比べ約３割減少しており、厳しい

状況となっています。

●伸びた業種と伸び悩んだ業種

図３は福岡、熊本、長崎３県合計の小売業販売額の

推移とその業種別の内訳について見たものです。

全体の販売額は、９７年までは増加しましたが、０２年

には低下し、０７年は横ばいとなっています。全体とし

てみると横ばいですが、業種別に見ると「飲食料品店」

と「その他の商品」「家電品等」が伸びた一方、「衣料

品店」「百貨店・総合スーパー」は減少しています。

また、伸びているものの中でも、途中で主役が代わっ

ています。

地域経済調査

図２ 全国、３県の小売業事業所数の推移
（９１年＝１００）
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図３ 福岡、熊本、長崎３県の小売業販売額の推移
（９１年＝１００・全体と内訳）
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図５ 大型店の店舗数
（９１年＝１００）

●伸び悩む大型店

百貨店や総合スーパーは、商業集積の中心や大型

ショッピングセンターの核となり集客の要となります

が、この大型店の売上が伸び悩んでいます。

この過程を見たのが図４で、全国と３県の大型店販

売額の推移を見ています。

福岡県を見ていくと、９４、９７年は９１年を上回ってい

ますが、０２年からは１００を下回ることとなり、以後、

低下が続いています。

福岡市で百貨店が増加した後となる９７年で３県を比

較すると、福岡県は１０５．６で、３県で最も低くなって

います。また、９４年からの増加も０．４で３県で最も低

くなっています。

福岡県では９５年から９７年に福岡市天神に「岩田屋Ｚ

サイド」、「博多大丸東館」「福岡三越」の３つの百貨

店が開館し、「第３次天神流通戦争」と呼ばれるほど、

一気に売場面積が拡大したことにより、百貨店の売上

額（百貨店協会資料による）も９１年の３，８８６億円から９７

年には４，５６２億円に１７．４％増加しました。しかし、大

型店全体の売上額は７，２９０億円から７，６９７億円と、５．６

％増加に止まり、３県の中ではもっとも低い水準に

なっています。この理由を図５の県別の大型店の店舗

数の推移から考察します。

福岡県の店舗数は９４年には増加していましたが、９７

年からは減少に転じています。この減少した要因は、

小売販売全体が伸び悩む中で店舗数が増加したことで

過当競争が強まり、店舗の閉鎖に繋がったためだと考

えられます。

一方、熊本県、長崎県においても９７年からは減少に

転じましたが、福岡県ほど急激に減少していません。

図４ 大型店の販売額
（９１年＝１００）
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図６ 大型店の平均床面積

店舗数が減少した９４年から０４年の間に大型店がどの

様に変わったか、一店舗あたりの平均床面積は、９４年

には７，６３２�だったのが０４年には１２，９５７�へと１．７倍に

拡大しています。小型の非効率な店舗を廃するととも

に、郊外に大型の店舗の新設が進みました。

なお、図５で福岡県を見ると、０７年は０４年を上回

り、平均床面積の増加も止っていることから、店舗の

削減が一段落したことがうかがえます。一方、熊本

県、長崎県は減少が継続しています。

●競争が激化する飲食料品店

図７は飲食料品店の業態別の販売額の推移を見たも

のです。

急増しているのは「コンビニ等」です。タバコ、

酒、商品券、税金・振込みと、取扱商品を増やすこと

によりコンビニエンスストアは０２年までは着実に増加

していました。しかし、０７年には伸び悩んでいます。

これは店舗数の増加が頭打ちになっているためで、コ

ンビニエンスストアも飽和状態になってきているよう

です。

一方、酒・肉・魚・八百屋などの「専門食品店」は、

コンビニエンスストアへと業態変更する店もあり、減

少が続いています。また、食品を専門に扱うスーパー

も９７年から伸び悩んでいます。これらの伸び悩みから

「飲食料品店」全体の販売額は伸び悩んでいます。一

方、この飲食料品の伸び悩みに呼応するように増加し

たのが「その他の商品店」です。

●伸びる新しい業態の商店

「その他の商品店」とは、金額的に小さい業態や新

しく誕生した業態の商店ですが、その中でどの業態が

伸びたかを見たのが図８です。

主に伸びているのは「医薬品等」ですが、その中で

も特に伸びたのは郊外に立地する薬局チェーンです。

薬局チェーンの取扱商品は医薬品だけでなく日用品、

食品も扱っており、コンビニエンスストアに近い営業

形態となっています。しかも廉価で販売していること

から、コンビニエンスストアを脅かす存在として急成

長しています。一方、こういった業態の急成長を受け、

コンビニエンスストアでも対抗上、値引き販売が広が

るとともに大型化が進展しています。ただし、０２年か

ら０７年では、３県の売上の伸びに濃淡が出ており、長

崎県では成長が続きましたが、福岡県、熊本県では増

加が一服しています。

なお、「ガソリン等」の伸びは価格上昇によるもの

で、店舗数は競争激化を受けて減少しています。

また、新しい業態であるため、分類されていないも

地域経済調査

図７ 飲食品店販売
（９１年＝１００）
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のの中にも売上を伸ばしているものがあります。９７年

からはＤＩＹショップ（Ｄｏｉｔｙｏｕｒｓｅｌｆ・日曜大

工や住宅修理などを自分でやるための道具や部材を売

る店）が売上を伸ばし、０７年にはＢＯＯＫ・ＯＦＦなど

の中古品取扱店が伸びました。

●通信販売も増加

「家電品等」も販売を伸ばしています。図９は３県

の家電品等販売額の推移を見たものです。

福岡県では９７年に増加しましたが、その後は減少傾

向が続き、０７年になってようやく増加に転じました。

９７年はウィンドウズ９５の発売などに伴うパソコン人

気で売上が増加したものですが、天神に百貨店の開店

が相次いで九州全体からの集客が進んだこともあり、

九州における福岡県のシェアも９４年の４３．７％が９７年に

は４６．３％へと拡大しています。この後、９９年、０２年、

０３年には福岡市内に中央資本の大型家電量販店の進出

が相次ぎましたが、福岡県の販売額は減少していま

す。九州他県にも郊外型量販店が進出し、福岡県への

集客はむしろ低下したようです。一方、長崎県では販

売額が増加していますが、これは長崎県佐世保市に主

に家電品を扱う通信販売大手（�ジャパネットたかた）

が立地しているためで、長崎県の販売額は９７年の６６３

億円が、０７年には１，７５６億円へと２．６倍に拡大していま

す。この企業ではテレビで商品の説明をするととも

に、安価なセット販売をすることで全国各地からの注

文を集め、急成長しています。

なお、�日本通信販売協会によると、０６年度の通信

販売業界全体の売上高は３兆６，８００億円で、小売業全

体の販売額の２．７％を占めるまでに拡大しています。

図８ その他の商品店
（９１年＝１００） 図９ 家電品等販売額

図１０ 小売業全体と通信販売の販売額
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図１１ 衣料品店販売
（９１年＝１００）

しかも、前年比１０％前後の高い伸びが続いており（図

１０）、割合はさらに高まる見込みです。特に最近拡大

しているインターネットを使った販売では、全国各地

から注文を集めることができるため、大量発注で単価

を下げたり、「ロングテール」と呼ばれる取扱件数が

少ない商品をも、十分な量の受注を集める事で採算に

乗る商品にするなどして、取扱商品の幅を広げていま

す。通信販売で販売された商品の構成は、衣料品２５％、

家庭用品、文具１５％、雑貨、食品１３％となっています

（０８年４月）。仮にこの割合で計算すると、０７年の衣料

品店販売のほぼ１割は通信販売だったこととなり、無

視できない存在となっています。

●衣料品販売低迷の背景

図１１は３県の衣料品店の販売状況を見たもので

す。

０７年の販売額は９１年に比べ３割以上落ち込んでいま

す。品目別では、「呉服等」が最も大きな落ち込みと

なり、次いで「婦人服」「男子服」となっています。

呉服は生活スタイルの変化で減少しましたが、婦人

服、男子服等では、注文服から既製服への需要の変化

も販売額の減少に結びついたと思われます。

「婦人服・男子服店」の事業所数は９１年から０７年の

間に１，１０５事業所、１２％減少していますが、従業者数

はほぼ３万人で横ばい、売り場面積は７２万�から１００

万�へと３８％増加しています。また、一事業所あたり

の平均従業者数は徐々に増加しています。

このことから、小規模な店舗が減少する一方、既製

服を販売する大型店が増加したと思われます。大型店

では中国などで縫製することにより廉価販売を行って

います。また、アウトレットと称したブランド品やメー

カー品の「半端もの」「訳あり品」「棚ずれ品」の値引

き販売も一般化したことから、衣料品の販売額が低下

したと思われます。また、衣料品においては通信販売

が大きな割合を占めていますが、衣料品を中心に扱う

通信販売業者が地元にないことも衣料品の販売額を減

少させる要因になっていると思われます。

●変化が続く販売の現場

スーパーは、酒や牛乳、お菓子、日用品など、個々

の商店で販売されていた商品を集約することで発展し

ました。コンビニエンスストアはスーパーの利便性に

加え、２４時間開いているという利便性の追加で成長し

ました。現在は通信販売が、媒体をカタログからテレ

ビ、そしてインターネットへと広げるとともに、取扱

商品も家電品から衣料品、食料品、中古品からオーク

ションまで、際限なく拡大するとともに、在庫を持た

ないという身軽さも合わせて伸びているなど、現物販

売と通信販売の間でも競争が激しくなってきていま

す。このような中、現物販売では（商業統計では区分

がありませんが）１００円ショップや激安八百屋のような

様々なディスカウンターが現れるなど、新しい動きが

出てきています。今後、さらにどの様な新しい形態の

店舗が現れてくるのか、楽しみです。

（中村 和臣）

地域経済調査
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長崎県内企業の景況感 ～２００８年１～３月期～

＊特に断りのない限り、１０～１２月期は２００７年。１～３月期及び４～６月期、７～９月期は２００８
年とします。

業況判断

長崎県内企業の景況感、やや悪化。
製造業のマイナス幅が拡大。

２００８年１～３月期における長崎県内企業の景況感をみると、

非製造業で僅かに改善する中、製造業でマイナス幅が大きく拡

大したため、全産業ベースでは０７年１０～１２月期と比較してやや

悪化した。

また、０８年４～６月期以降は、非製造業のマイナス幅がさら

に拡大するなど、製造・非製造業ともに低調に推移する見込み

であり、当面は、盛り上がりを欠いた、厳しい状態が続くもの

と判断される。

１．長崎県内企業の景況感

長崎県内企業の景況感を、ＢＳＩ（ビジネス・サー

ベイ・インデックス）の業況ＢＳＩを基にみると、全

産業ベースで１～３月期実績▲２１（１０～１２月期実績比

▲２）と、前回実績と比べて、やや悪化しました。

製造業と非製造業とに分けてみると、製造業は１～

３月期▲２４（同▲１２）と、マイナス幅が大きく拡大しま

した。製造業を業種別にみると、鉄鋼・非鉄や輸送用

機械では好調さを維持したものの、電気機械で大幅に

悪化しマイナスへ転じた他、土石や食料品などでマイ

ナス幅が拡大し全体を押し下げたため、製造業全体の

景況感は悪化しました。

一方、非製造業は１～３月期▲２０（同＋３）と、１０～

１２月期と比べて僅かながらマイナス幅が縮小していま

す。非製造業を業種別にみると、漁業のプラス幅が縮

小したものの、不動産業や卸売業、小売業などでマイ

ナス幅が縮小したため、非製造業全体の景況感は改善

しました。

先行きの景況感については、製造業で１～３月期以

降▲２４→▲２４→▲２４、非製造業で同▲２０→▲３２→▲３０

と、特に非製造業で大幅な悪化を見込んでおり、全産

業ベースでは同▲２１→▲２９→▲２８と、１～３月期と比

べてマイナス幅が拡大する見込みです。

このように、１～３月期における県内企業の景況感

は、非製造業で僅かに改善する中、電気機械や土石な

どを中心とした製造業でマイナス幅が大きく拡大した

ため、全産業ベースでは１０～１２月期と比較してやや悪

化しました。４～６月期以降は、非製造業のマイナス

幅がさらに拡大するなど、製造・非製造業ともに低調

に推移する見込みであり、盛り上がりを欠いた、厳し

い状態が続くものと判断されます。

２００８年１月下旬、長崎県内企業の

業況を把握するために企業動向調

査（ＢＳＩ）を実施しましたので、

その結果の概要を報告します。

（ＢＳＩ実施要領）

●調査目的 長崎県内企業の業況

把握

●調査対象 長崎県内企業６５３社

うち回答企業３７１社（５６．８％）

●ＢＳＩとは、ビジネス・サーベ

イ・インデックス（Ｂｕｓｉｎｅｓｓ

ＳｕｒｖｅｙＩｎｄｅｘ）の略で、業

況判断指数の意味。

●前年同期と比較して業況が「良

い」と答えた企業の割合から「悪

い」と答えた企業の割合を差し

引いた指数。ＢＳＩのプラスは

業況の好転、マイナスは悪化と

みることができる。
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２．業種別にみた業況ＢＳＩの特徴

＜製造業＞

製造業の主な業種をみると、輸送用機械は、１～３

月期２１（同▲１２）とプラス幅が縮小したものの、業況が

悪いとする企業はなく、好調さを維持していると判断

されます。４～６月期以降も２１→２１と、引き続き堅調

に推移する見込みです。鉄鋼・非鉄は、売上の増加な

どにより、１～３月期５０（同＋３９）と大きく改善しまし

た。しかし、４～６月期以降は▲２０→▲２０と、原材料

費の高騰等により採算が悪化しマイナスへ転じる見込

みです。電気機械は、売上減少などに伴う採算の悪化

により、１～３月期▲２５（同▲１０５）と大幅に悪化し、

マイナスへ転じました。４～６月期以降は２５→±０

と、一進一退で推移する見込みです。食料品は、受注

の減少などにより、１～３月期▲２７（同▲１１）と、マイ

ナス幅が拡大しました。４～６月期以降も▲１８→▲１８

と、低調に推移する見込みです。

＜非製造業＞

非製造業の主な業種をみると、建設業は、受注状況

の低迷や工事単価の下落などにより、１～３月期▲２１

（同▲１）と、依然として厳しい状態が続いています。

４～６月期以降も▲４１→▲４８と、一層厳しさが増す見

込みです。ホテル・旅館業は、単価下落による採算及

び資金繰りの悪化などにより、１～３月期▲８（同▲

１）となっています。４～６月期以降は▲８→±０

と、夏場には前年比同水準に回復する見込みです。不

動産業は、１～３月期実績±０（同＋４４）と、大幅に改

善しました。４～６月期以降も１３→１３と、堅調に推移

する見込みです。小売業は、１～３月期▲３９（同＋９）

と、幾分マイナス幅が縮小したものの水準自体は低

く、厳しい状態に変わりありません。また、４～６月

期以降も▲４０→▲３５と、低調に推移する見込みであ

り、今後も厳しさが続くものと思われます。

地域経済調査

図１ 業況ＢＳＩの推移

図２ 業種別業況ＢＳＩの状況
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長崎県内企業の賞与支給の動向～０８年夏期は前年同期比減少予想～

企業動向調査アンケートの付属調査として賞与支給アンケート調査を実施しました。その調査結

果は以下の通りです。

賞与支給状況：支給割合は減少傾向ながら、製

造・非製造業の業種間に格差

２００８年夏期の賞与支給（予定）をみると（表１）、全産

業ベースで「支給する」が７６．２％と、０７年夏期（実績）

比３．８ポイント（以下Ｐと表記）低下しています。業種

別にみると、「支給する」の割合は、製造業が８０．３％（同

３．７Ｐ低下）、非製造業が７４．２％（同３．８Ｐ低下）と、製

造・非製造業ともに減少傾向ながら、両業種間には賞

与の支給状況に格差があります。

賞与支給額：月給の１カ月以上２カ月未満が最多

０８年夏期の賞与支給額（予定）をみると（表１）、月給

の「１カ月分以上２カ月分未満」が全産業で５７．６％と

最も多くなっています。業種別にみると、製造業では

「２カ月分以上３カ月分未満」が１７．６％と、０７年夏期

比２．４Ｐ低下しており、特に食料品や電気機械などが

大きく低下しています。一方、非製造業は「１カ月分

未満」が１９．１％と同４．５Ｐ低下し、「１カ月分以上２カ

月分未満」が同４．６Ｐ上昇しています。

賞与水準：製造・非製造業ともに減少傾向

全産業の賞与水準の状況をみると（図１）、０８年夏期

は「増加」が０７年夏期比３．４Ｐ低下し、「減少」が同３．５

Ｐ上昇しています。０８年冬期と０７年冬期との比較でも

同様の動きを示しており、ここ２年間の賞与水準は減

少傾向にあることがわかります。業種別にみると（図

２、３）、製造・非製造業ともに減少傾向の動きは変

わりませんが、特に製造業では、０８年冬期の賞与水準

を「減少」とする割合が１９．２％と、０７年冬期比大幅に

増加しており、先行きの業況悪化懸念から、賞与支給

についても厳しい見解を示していることが窺えます。

表１ 賞与支給の状況・計画

２００７年夏期（実績） ２００８年夏期（予定） ２００７年冬期（実績） ２００８年冬期（計画）
全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業

支
給
の
有
無

支給する
２９２ １００ １９２ ２７５ ９４ １８１ ２９７ １００ １９７ ２８０ ９６ １８４

８０．０％ ８４．０％ ７８．０％ ７６．２％ ８０．３％ ７４．２％ ８１．６％ ８４．０％ ８０．４％ ７８．２％ ８２．１％ ７６．３％
月給支給額の１カ月分
未満

５５ １８ ３７ ４３ １７ ２６ ５４ １７ ３７ ３８ １４ ２４
２３．２％ ２２．５％ ２３．６％ ２０．５％ ２３．０％ １９．１％ ２２．３％ ２１．０％ ２３．０％ １７．８％ １８．７％ １７．４％

月給支給額の１カ月分
以上２カ月分未満

１２８ ４４ ８４ １２１ ４２ ７９ １２６ ４５ ８１ １２０ ４４ ７６
５４．０％ ５５．０％ ５３．５％ ５７．６％ ５６．８％ ５８．１％ ５２．１％ ５５．６％ ５０．３％ ５６．３％ ５８．７％ ５５．１％

月給支給額の２カ月分
以上３カ月分未満

４８ １６ ３２ ４０ １３ ２７ ５４ １７ ３７ ４５ １４ ３１
２０．３％ ２０．０％ ２０．４％ １９．０％ １７．６％ １９．９％ ２２．３％ ２１．０％ ２３．０％ ２１．１％ １８．７％ ２２．５％

月給支給額の３カ月分
以上

６ ２ ４ ６ ２ ４ ８ ２ ６ １０ ３ ７
２．５％ ２．５％ ２．５％ ２．９％ ２．７％ ２．９％ ３．３％ ２．５％ ３．７％ ４．７％ ４．０％ ５．１％

支給しない
７３ １９ ５４ ８６ ２３ ６３ ６７ １９ ４８ ７８ ２１ ５７

２０．０％ １６．０％ ２２．０％ ２３．８％ １９．７％ ２５．８％ １８．４％ １６．０％ １９．６％ ２１．８％ １７．９％ ２３．７％
※賞与支給額の割合は、支給額について「無回答」だった先を除いたものであり、その合計は「支給する」の割合とは一致しない。

図１ 賞与支給の水準（全産業）

図２ 賞与支給の水準（製造業）

図３ 賞与支給の水準（非製造業）

（上段：社、下段：％）
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新入社員の就職観～新入社員の意識調査�
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図３ 県内に就職した理由（県別）

先月号では就職の状況についてみていきましたが、今回は、就職観についてです。

●いつまで勤めるか

図１は「いつまで勤めるか」です。

「当分の間」が６３．６％で最も多く、次いで定年まで

が２４．２％、「転職を希望」は８．１％、「条件が整い次第

独立」は４．０％となっています。

県別ではあまり違いはありません。長崎県で「当分

の間」が高い一方、福岡県では「定年まで」が他の県

より高くなっています。最終学歴別では、「専門学校・

短大卒」で「当分の間」「条件が整えば独立」が他の

学歴の人と比べて高くなっている一方、「定年まで」

が低くなっており、独立志向が強いことを窺わせま

す。

図２は、男女別に見たものです。

「当分の間」が女性で多い一方、「定年まで」が男性

で多くなっており、男女で職業に対する意識が異なっ

ています。「転職を希望」は女性の方が高く、「準備が

整えば独立」は男性の方が高くなっています。

●県内に就職した理由

図３は「県内へ就職した理由」です。

最も多かったのは「地元への愛着」で３５．３％、次い

で「生活が楽」、「希望の会社が県内にあった」の順と

なり、いずれも２０％を超えています。一方「親が（県

外就職を）許さなかった」、「都会に魅力を感じない」

「県外希望だった」はいずれも５％未満と低くなって

います。

県別に見ると、福岡、長崎県では「地元への愛着」

が最も高くなっていますが、熊本県では「生活が楽」

が最も高くなっています。第３位はいずれの県も「希

望の会社が県内にあった」でしたが、その割合は福岡

県で高い一方、熊本県では低くなっています。

図４は男女別に見たものです。

男性では「地元への愛着」、「生活が楽」の順となっ

ていますが、女性では「地元への愛着」と「生活が楽」

は同率で、女性の方が生活を重視しているようです。

なお、割合は高くはありませんが、「親が（県外就職

を）許さなかった」が女性で高くなっています。女性

の場合は親の意向で県外での就職ができなかったこと

もあったようです。

地域経済調査
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図４ 県内に就職した理由（男女別）
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図５ 今の会社を選んだ理由（県別）
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図７ 今の会社を選んだ理由（男女別）
●会社選択の理由

図５は今の会社を選んだ理由について聞いたもので

す。

最も多かったのは「技術・知識の習得ができる」、

次いで「能力が活かせる」で、業務に関するものが高

くなっています。一方、「家族・先生・知人の勧め」

や「地元だから」という業務以外の要因はその後となっ

ています。

県別の違いは余りありませんが、長崎県で「地元」、

福岡県で「会社の将来性」、熊本県で「通勤が便利」

が他の県と比べて高くなっています。

図６は最終学歴別に見たものです。

学歴別では３位以内に入っているものの、全体では

１、２位となっていなかったものは、「大学院卒」で

は「地元」、「大卒」では「会社の将来性」、「専門学校・

短大卒」では「通勤が便利」、「高卒」では「先生等の

勧め」とそれぞれ重視した項目が違っています。

図７は男女別に見たものです。

「技術・知識の習得」「能力が活かせる」は男女とも

に１、２位となっていますが、３位は、男性では「会

社の将来性」で、全体とは異なっています。なお、女

性は男性と比べ「先生等の勧め」「通勤が便利」「地

元」の割合が高くなっています。

昨年の就職環境は近年と比べ格段に改善していると

いわれていましたが、新入社員の意識は依然として慎

重かつ堅実なものだったようです。

（中村 和臣）
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